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高排出ガス温度対応の耐熱材料

ハーキュナイト®－Sは、自動車排気系部品材であるハーキュナ

イト®シリーズの中で、最高の耐熱性を持つ耐熱鋳鋼です。優れ

た耐酸化性、耐熱変形性および耐熱き裂性を有します。

エンジンの小型軽量化に貢献

独自開発した減圧薄肉鋳造技術により、当社従来品比約30％の

軽量化を実現させ、高品位なエキゾーストマニホールドやターボ

チャージャー用ハウジングなどを提供しています。

製品設計から評価まで対応

エンジンの設計要件に対して、材料・形状提案、試作、実体評価

まで、最適設計を短納期でお手伝いします。

＊1：ハーキュナイト®：HERCUNITE®（Heat Resistant Cast Materials for
Unit of Exhaust parts）

排気系部品用 耐熱鋳鋼 ハーキュナイト®＊1-S

自動車用エンジンの燃費改善のため、排出ガス温度は上昇しています。

ハーキュナイト®-Sは、最高1050℃まで適応でき、地球環境に貢献します。

約7％の燃費向上を実現するCVT＊2

ギヤを使わず、無段階に自動変速が可能なCVT。結果、自動車

の低燃費化を進め、CO2の排出を抑制。

高信頼性で、CVTの普及に貢献

卓越した溶解技術と冷間圧延技術により、破断の原因となる非金

属介在物や表面欠陥を無害化。国内製造のCVTベルト用リング

材において圧倒的シェア。（2009年3月時点）

＊2：CVT（Continuously Variable Transmission）無段変速機

CVTベルト用リング材

低燃費でCO2削減に貢献するCVT用に開発された、

疲労強度の優れた金属製ベルト材です。
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メタル表面温度（℃）

価
格
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標

価格指標はNi等レアメタルの
価格にリンクします。

ディーゼル
排出ガス温度
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ガソリン
排出ガス温度
≦1,050℃

HERCUNITE®-S
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HERCUNITE®-MX

HERCUNITE®-F5N

HERCUNITE®-A3N

HERCUNITE®-A3N

HERCUNITE®-A4N
HERCUNITE®-A3K

HiSiNo-DCI
（Ductile cast iron）

排気系部品耐熱材料ハーキュナイト®製品

実体熱疲労試験（排気シミュレータ）製品モデル設計

エレメント

CVTベルトの構造図 繰り返し曲げ疲労強度

リングベルト

繰り返し回数

介在物による破断

本開発材

従来材

107

負
荷
応
力

Fig. Schematic view of CVT belt Fig. Schematic S-N curves of fatigue strength

疲労特性向上により、リング
ベルトの枚数低減可能性あり

微細化された
非金属介在物
（窒化物）

●精錬技術により、1桁小さいTiNサイズを実現
●リングベルトの枚数低減により、コスト削減

Fig. Refined 

nonmetallic 

inclusion （Nitride）

本開発材 Developed material 通常材（同倍率）Conventional  material
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エコファクトリー

マテリアルバランス

2008年度の日立金属グループの生産

段階におけるマテリアルバランスを図示

します。日立金属グループは、資源を効率

的に最大限活用することをめざし、主原

料やエネルギーのインプット量の削減、

および、排水や有害物質、廃棄物などの

環境への排出・移動量の削減に取り組ん

でいます。

主原料の投入

INPUT

OUTPUT

リ
サ
イ
ク
ル

リ
ユ
ー
ス

日立金属
グループ

559千t

エネルギーの投入

579,311kr原油

水資源の投入

13,088千m3

排出物の移動（廃棄物など）
再資源化量

最終処分量

製品

315千t

環境負荷物質＊3の
排出・移動
排出　285t
移動　489t

272千t

39千t

大気への排出

CO2 1,209千t
SOx 109t
NOx 236t

高級金属製品　電子・情報部品
高級機能部品

水域への排出

総排水量 12,601千m3

BOD＊1 135t
COD＊2 140t

日立金属グループ（海外を含む） 2008年度 マテリアルバランス

＊1：生物化学的酸素要求量のこと。

＊2：化学的酸素要求量のこと。

＊3：PRTR対象物質としています。（P.43「環境負荷物質の低減」をご覧ください。）
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エコファクトリー

日立金属グループでは、すべての製造事業所が環境に配慮した「エコファクトリー」をめざして、

地球温暖化防止や廃棄物の削減、化学物質の適正な管理などに取り組んでいます。

当社グループは素材メーカーであり、大量のエネルギー消費、資源の投入、化学物質の使用は避けられるものではありません。

このように事業活動による環境への影響が小さくない当社グループにとって、

「エコファクトリー」の取り組みを継続的に推進することは企業の社会的責任と考えています。

地球温暖化防止

地球温暖化防止ビジョン

日立金属グループは、素材メーカーであり製造段階で多くのエネルギーを使用します。このため、地球温暖化防止を経営上の重要課題

として位置付け 、中長期目標を掲げ、プロジェクト活動等を中心に省エネルギー施策の推進およびCO2排出量の削減に努めています。

日立金属グループでは、2010年度の目標を下記のように設定しています｡

この目標を達成するため、「省エネルギーロードマップ」を策定し、CO2削減活動を展開しています。

展開のポイント ●省エネルギー設備の導入・改善

●工程改善、生産効率の向上

●熱の有効利用（溶解炉･熱処理炉等）

●製造現場における設備管理の強化

●製品歩留りの向上

また、再生可能エネルギー（太陽光発電）の導入や物流の省エネルギーにも取り組み、地球温暖化防止を積極的に推進しています。

CO2排出量、売上高エネルギー原単位の推移

日立金属グループのCO2排出量は2008年度実績で国内対象サイト

で854千t-CO2、海外グループ他で403千t-CO2＊でした。

国内グループでは1990年度比14.6％削減しています。この排出量

は2006年4月に改正された地球温暖化対策法に基づき、電力会社

ごとのCO2排出係数を用いて算出したものです。従来の経済産業省

産業構造審議会での予測値（0.36t-CO2/MWh）を使用した場合の

削減量は、1990年度比28.9％削減となります。

また、売上高エネルギー原単位は2008年度実績1.061であり、

1990年度比で15.3％低減しました。

2008年度の主な省エネ施策は、溶解効率向上、生産性向上、アモル

ファストランスの導入などです。

＊海外グループと国内第一種エネルギー管理指定工場以外のCO2排出量の合計。

① CO2排出量を10％削減（1990年度基準）
（1990実績1,000千t-CO2、2010目標900千t-CO2以下）

② 売上高エネルギー原単位を10％削減（1990年度基準）
（1990実績1.252、2010目標1.126以下）

① CO2排出量 854千t-CO2（1990比－15.6％）

② 売上高エネルギー原単位：1.061（1990比－15.3％）
(1990年度対比 16.6％削減)

環境中期行動計画での2010年度目標＊ 2008年度の実績

＊目標の対象サイト：国内の第一種エネルギー管理指定工場（国内CO2排出量の約97％）

90年度
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CO2排出量
（千t-CO2/年） 売上高エネルギー原単位

売上高エネルギー原単位（国内）

海外グループ会社他CO2排出量

国内グループ会社CO2排出量

日立金属単独CO2排出量

09年度

中長期目標

CO2排出量目標
（国内グループ）

374 361
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727
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1.1261.126
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CO2削減の推進体制

2008年度よりCO2排出量削減を経営の重要課題として、新中期経営計

画の1つの柱に盛り込み、経営企画室、技術センターと第一種エネルギー

管理指定工場で「CO2削減事前検討プロジェクト」を組織しています。こ

のプロジェクトを中心に各工場の省エネルギー技術の水平展開および省

エネルギー中期計画目標の達成に向けた具体的行動計画の策定と実施

を、経営的判断を交じえながら推進中です。

輸送の環境負荷低減

日立金属グループでは輸送における環境負荷も重要な環境項目と位置づけ、モーダルシフトや積

載率の向上など、輸送の環境負荷低減にも取り組んでいます。

2006年度の省エネ法の改正より、荷主に対する輸送の環境負荷低減として、製品の出荷および

半製品や廃棄物の移動に伴う環境負荷を把握し、その削減に取り組んでいます。（日立金属（株）

は特定荷主として法的な適用を受けています）2008年度の日立金属グループの国内の輸送負

荷量は196,429千トンキロと昨年度より17％減少しました。これは主に生産量減による減少で

す。輸送に伴うCO2排出量は28千t-CO2と昨年度より18％削減し、原単位でも1.1％改善しまし

た。主な輸送負荷の削減施策は、積載率の向上と出荷便数の削減、モーダルシフト（トラックを鉄

道便に変更）、輸送距離の短縮などでした。今後とも、輸送負荷のデータ把握をより精度よく取る

とともに、削減計画を立案し、輸送の環境負荷低減についてよりいっそう進めていきます。

廃棄物の削減

廃棄物削減のビジョン

廃棄物の不法投棄、不正処理が絶えない今日、適正な処理・処分がより強く求められています。また、本年3月に閣議決定された第2次循

環型社会形成推進基本計画では「資源生産性」、「循環利用率」、「最終処分量」の数値目標の強化が掲げられました。

日立金属グループでは、事業活動により、多くの排出物を発生していますが、排出物を単に廃棄物として処分するのではなく、循環型社会の

形成へ向け、3R（リデュース［減容化・発生抑制］、リユース［再使用］、リサイクル［再利用］）を推進することにより、最終処分量を削減し、ゼロ

エミッション＊をめざした廃棄物削減･

再資源化活動に取り組んでいます。

日立金属グループでは、『ゼロエミッ

ションを2010年度に達成する』ことを

目標に掲げ、中期計画として、2010年

度までに再資源化率を99％以上を

めざし、廃棄物の削減・再資源化の活

動を推進しています。

＊ゼロエミッション：最終処分量が総排出量の
1％以下としています。

日立金属グループ省エネルギー部会構成図

省エネルギー部会委員

【第一種エネルギー管理指定工場】

日立金属（株）の各工場、（株）日立金属若松、（株）日立メタルプレシジョン、

（株）安来製作所、日立ツール（株）、（株）セイタン、 東洋精箔・（株）、 

（株）NEOMAXマテリアル、（株）NEOMAX近畿、（株）NEOMAX九州

CO2削減事前検討プロジェクト

経営企画室、技術センター

九州工場　平成20年度省エネルギー優良工場　九州経済産業局長表彰

九州工場が平成20年度エネルギー管理優良工場として九州経済産業局長賞を受賞しました。この賞は、

「エネルギーの使用の合理化を図り燃料資源の有効な利用の確保に資するため、エネルギー管理の推進

に不断の努力を重ね、その成果が大であり、ほかの模範となる工場及び事業所に対し贈られる賞」というも

のです。今回、九州地区では、九州工場を含め5工場が受賞しました。

九州工場の省エネルギー活動として成果があったものは、�ヒート

ポンプ式空調機導入、�インバータ式コンプレッサーの導入、�高効率の真空式給湯器の導入、�送水ポンプ

のインバータ化、�焼成炉の運転条件見直しと改善による燃料削減などで、これらの施策により年間約

1,100トンのCO2削減ができました。
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再資源化率
99%

再資源化率
98%

施
　
策

目
標

再資源化率
95%

・鉱さい（スラグ、鋳物砂など）、陶磁器くずの分別による路盤材化、セメント原料化、土木材料化

・鋳物砂の社内再使用およびセメント原料化 ・再生砂安定化、設備改善、工程変更などによる鋳物砂排出量の削減

・再資源化阻害物質の廃止、除去による再資源化 ・乾燥などによる汚泥の減容化

・汚泥の乾燥などによる再資源化 ・長寿命化、減容処理などによる廃油排出量の削減

・調達品の梱包形態見直しによる排出量削減 ・溶融化による資源回収

・再資源化阻害物質の廃止、除去による資源回収

リデュース、リユース、リサイクルによる排出・処分量削減と（3R）質の向上

3R部会

・製品回収

ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
達
成
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廃棄物の実績

日立金属グループ（国内）の2008年度における廃棄

物の総排出量は約240千トンで、再資源化量は約

229千トン、最終処分量は約8千トンであり、再資源化

率は96.6％となりました。また、21の事業所がゼロエ

ミッションを達成しました。

2008年度は目標未達となりましたが、路盤材などの

需要低下に伴い最終処分量が増加したためです。今後

はこうした再資源化用途に変わる施策を検討し、安定

的な資源化への取り組みが必要と考えています。

再資源化の用途としては、スラグの路盤材やコンクリート骨材への利用、鋳

物砂の自社内再使用などがあります。コバルト、クロム、タングステンなどを

含むダスト類は、再度、社内で特殊鋼原料として再利用しています。また、ニ

ッケルなどを含むダスト類は、社外で特殊鋼原料として再利用されています。

ゼロエミッションをめざした取り組み

日立金属は1979年度から全社プロジェクトとして、鋳物砂の再生、鋳物ダ

スト・廃砂の道路用材への再利用を開始するなど、早くから廃棄物の削減・

再資源化に取り組んできました。現在は、環境委員会のもとに設置された

「3R部会」を中心に、ゼロエミッションをめざした活動へと拡大しています。

2008年度以降も、ゼロエミッション達成のために、最終処分量の多い「鉱

さい」「ばいじん」「汚泥」の再資源化に注力します。

環境負荷物質の低減

PRTR＊1

国内グループにおいては、PRTR対象物質の取扱量

のうち、98.9％が製品の主原料であるクロム、ニッケ

ル、コバルト、マンガン、モリブデン、ほう素の6物質か

ら成り、移動量の85.8％もこれら6物質で占められて

います。それに対し、排出量の85.6％を占める大気

への放出のうち、98.1％がVOC（揮発性有機化合物）

であるトルエン、キシレン、エチルベンゼンの3物質で

占められています。

＊1：PRTR（Pollutant Release and Transfer Register）

特定有害化学物質について、環境中への排出量および廃棄物など

への移動量を集計・報告・公表する制度のこと。

最終処分量

再資源化量

総排出量

再資源化率

海外グループ会社

国内グループ会社

日立金属単独

海外グループ会社

国内グループ会社

日立金属単独

海外グループ会社

国内グループ会社

日立金属単独

日立金属グループ
（国内）
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消費量と排出・移動量 取扱量の内訳

取扱量：40,617t 排出量：278t
消費量：39,947t 移動量：392t
※消費量には副産物の有価売却量を含む
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廃油
金属屑
その他

総排出量
240千t

最終処分量
8千t

38.0%
42.7%

25.2%

24.1%

2.8%

1.4%

4.9%
1.1%2.0%

43.0%

3.1%

6.5%

1.0%
0.1%

2.2%
1.9%

PRTR対象物質の取扱状況（国内グループ）

総排出量・最終処分量の内訳（日立金属グループ）

排出・移動量の内訳

トルエン
54.6%

キシレン
37.3%

クロムおよび
3価クロム化合物

40.1%

マンガン
および

その化合物
31.3%

場内埋立処分

13.4%

その他

16.1%

コバルトおよび
その化合物

0.6%

ほう素および
その化合物

2.8%

ニッケル、
ニッケル化合物

5.8%

モリブデンおよび
その化合物

4.0%

下水道

0.0%

土壌

0.0%

公共水域

1.0%

大気

85.6%

廃棄物

100%

その他

1.9%

エチルベンゼン

6.3%

移動量

392t

排出量

278t
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VOC（揮発性有機化合物）排出量の削減

日立金属グループでは2010年度に2000年度対比30％削減

を目標とし、VOC排出量の削減対策に取り組んでいます。

日立金属グループのVOC排出のうち約65％は製品塗装用の

溶剤成分です。これまでに塗料代替に向け、技術検討および設備

対応に取り組んできました。2008年度のVOCの大気への排出

量は、2000年度対比27.4％削減されています。

有害大気汚染物質の対策

安来工場では有害大気汚染物質のニッケル化合物排出量削減について取り組んでいます。

平成15年にニッケル化合物の指針値「年平均25ng/m3」＊）が制定されたことを受け、行政と「安来地域有害大気汚染物質対策合同検

討会」を定期に開催し、ニッケル化合物排出抑制のための施策などについて情報交換および指導を受けながら既設施設の改善、新規設

備導入などの有効な施策を検討し計画を着実に進めています。

平成20年度は溶解棟の建屋集塵機を増設しました。今後、その有効性を定期測定により検証していきます。

＊指針値について：環境中の有害大気汚染物質による健康リスク低減を図るための指針となる数値であり、環境基準とは異なり、評価にあたってたての指標や事業者による排出抑制
努力目標となる。

30

20

10

0

00年度対比削減率（%）

1,200

1,000

800

600

400

200

0

VOC排出量（t）

00年度
実績

06年度
実績

07年度
実績

08年度
実績

05年度
実績

10年度
計画

＊2008年度に集計
範囲の見直しを実
施しました。

VOC排出量
（海外）
VOC排出量
（国内）
00年度対比
削減率

20.1 27.4 30.0

VOC（揮発性有機化合物）排出量の削減

PRTRデータ （単位：kg/年）

 30 ビスフェノールA型エポキシ樹脂 25068-38-6 37,225 0 0 0 0 0 0 1,046 1,046

 40 エチルベンゼン 100-41-4 20,150 14,902 0 0 0 14,902 0 1,919 1,919

 63 キシレン 　　　－ 137,669 88,880 0 0 0 88,880 0 23,684 23,684

 64 銀およびその水溶性化合物 　　　－ 38,945 3 0 0 0 3 0 1 1

 68 クロムおよび3価クロム化合物 　　　－ 13,627,180 7 21 0 11,819 11,847 0 157,288 157,288

 100 コバルトおよびその化合物 　　　－ 949,918 3 2 0 0 5 0 1,314 1,314

 108 無機シアン化合物（錯塩およびシアン酸塩を除く） 　　　－ 3,190 0 0 0 0 0 0 0 0

 198 ヘキサメチレンテトラミン 100-97-0 6,608 0 0 0 0 0 0 0 0

 224 1,3,5-トリメチルベンゼン 108-67-8 2,734  2,199 0 0 0 2,199 0 534 534

 227 トルエン 108-88-3 165,085 129,988 0 0 0 129,988 0 19,672 19,672

 230 鉛およびその化合物 　　　－ 1,1310 0 0 0 0 0 0 7 7

 231 ニッケル 7440-02-0 21,112,853 132 0 0 0 132 1 15,445 15,446

 232 ニッケル化合物 　　　－ 109,180 26 545 0 5,067 5,639 15 8,452 8,466

 243 バリウムおよびその水溶性化合物 　　　－ 7,202 0 0 0 0 0 0 7,202 7,202

 266 フェノール 108-95-2 3,876 112 0 0 0 112 0 0 0

 299 ベンゼン 71-43-2 1,499 1 0 0 0 1 0 0 0

 304 ほう素およびその化合物 　　　－ 76,386 0 1,657 0 1,559 3,216 10 8,685 8,695

 308 ポリ（オキシエチレン）＝オクチルフェニルエーテル 9036-19-5 1,036 0 0 0 0 0 0 1,027 1,027

 310 ホルムアルデヒド 50-00-0 3,133 1,977 0 0 0 1,977 0 768 768

 311 マンガンおよびその化合物 　　　－ 2,338,122 54 508 0 18,112 18,674 19 122,610 122,629

 346 モリブデンおよびその化合物 　　　－ 1,963,719 3 0 0 780 783 0 22,586 22,586

    40,617,021 238,288 2,733 0 37,337 278,358 45 392,241 392,286

 
政令

    
大気への 公共用水域

 当該事業所 当該事業所  
下水道への

 当該事業所
 
番号

 化学物質名 CAS番号 取扱量 
排出 への排出

 における における 排出量合計 
移動

 の外への 移動量合計
       土壌への排出 埋立処分   移動

＊取扱量が1t/年以上の物質（群）を掲載しています。
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サイトデータ

九州工場（含む（株）九州テクノメタル） 3,288  0 0 0 1,615 10,511 15,794 102 14,970 25,493 0.0 0.1 0.3 －   102

真岡工場（含む（株）真岡テクノス） 43,550 0 3,240 0 613 10,481 34,057 588 27,168 60,014 －   8.4 －   0.4 588

桑名工場 11,225 0 0 4,521 944 3,163 18,013 711 13,165 42,603 1.4 7.8 －   －   711

安来工場 122,799 0 366 0 28,254 39,362 166,517 6,170 68,393 397,671 91.7 149.6 14.7 －   6,170

熊谷工場 0 0 23,891 0 1,033 767 21,538 268 19,166 39,584 0.6 11.7 －   6.3 768

鳥取工場 0 192 0 0 76 1,135 7,475 87 298 16,477 －   －   －   0.1 87

OEデバイスセンター 0 0 2 1 10 580 3,168 94 147 5,414 －   －   －   0.1 94

熊谷製作所 0 8,240 0 0 2,942 1,149 26,631 574 8,734 46,964 2.8 －   －   －   0

和歌山製作所 0 0 0 0 1,069 1,936 3,962 35 83 5,874 0.2 1.3 －   －   35

佐賀製作所 2,319 3 0 0 0 1,612 3,946 37 369 6,075 －   －   －   －   37

山崎管理部 0 820 0 0 54 966 4,820 70 510 7,360 －   1.7 －   0.4 42

日立ツール（株）成田工場 15 0 0 0 259 790 3,908 26 1,333 6,641 －   －   －   －   26

日立ツール（株）野洲工場 118 0 0 0 47 170 4,054 24 499 5,887 －   －   －   90.7 24

日立ツール（株）魚津工場 12 0 0 0 6 23 1,069 23 20 2,286 －   －   0.0 －   23

日立機材（株） 15,810 0 1,601 0 888 53 1,479 1 258 2,441 －   －   －   －   0

（株）安来製作所 0 0 0 0 0 4,587 11,720 19 2,310 26,621 0.7 1.9 6.2 －   19

（株）日立メタルプレシジョン 1,593 0 17 0 1,184 4,831 7,110 11 4,687 16,005 －   －   0.0 －   11

（株）セイタン 26,263 0 0 0 0 35 6,669 1,426 6,182 13,572 4.2 3.8 －   2.7 1,426

日立バルブ（株） 4,942 0 17 0 29 77 787 5 498 1,479 －   －   －   －   5

（株）日立金属若松 36,201 0 0 0 1,765 5,857 34,453 197 60,492 59,803 0.0 12.0 －   0.0 197

（株）NEOMAXマテリアル 1,071 0 20 0 3,920 1,752 7,883 171 5,1429 11,638 －   0.4 －   1.0 171

（株）NEOMAX近畿 0 0 0 0 2,419 7,158 14,662 253 2,223 21,399 0.1 0.3 －   0.6 253

（株）NEOMAX鹿児島 0 0 0 0 120 1,093 1,795 70 257 2,804 －   －   －   1.6 70

（株）NEOMAX九州 0 4,507 0 0 1,817 378 8,531 45 1,403 14,164 －   4.7 －   －   45

東洋精箔・（株）秋田工場 2,554 0 0 0 56 664 3,486 51 904 8,280 0.7 14.2 －   0.0 51

東洋精箔・（株）新潟工場 285 0 0 0 55 188 451 41 141 824 －   －   －   2.0 40

九州工場 焼成炉 －  － 180 23 0.1 0.001 5.8～8.6 7.8 50 2.0 15 3.7 －   －

真岡工場 溶解炉 －  － 180 69 0.2 0.0125 5.8～8.6 6.4 25 2.9 －   － 25 0.6

桑名工場 c  焼鈍炉 2.27 0.10 180 67 0.25 ND v  5.8～8.6 7.8 25  　ND 25 4.0 －   －

安来工場 加熱炉 4.9 0.093 180 68 0.2 0.0029 5.8～8.6 7.7 150 1.8 120 7.8 －   －

熊谷工場 溶解炉 2.5 0.0045 180 52 0.2 0.0047 5.8～8.6 7.6 60 6.0 －   － 25 8.7

鳥取工場 － －  － － － － － 5.8～8.6 7.2 200 1.7 －   － 160 4.1

OEデバイスセンター － －  － － － － － 5.8～8.6 7.5 50 1.6 －   － 25 4.1

熊谷製作所 焼成炉 3.73 0.0075 － － 0.4 0.025 － － －   － －   － －   －

和歌山製作所 c 小型ボイラー 0.1 0.015 150 91.5 0.1 0.001 6.0～8.5 7.4 －   － －   － －   －

佐賀製作所 c － －  － － － － . － 6.1～8.3 8.0 40 1.3 －   － 15 0.6

山崎管理部 ボイラー －  － 150 29 0.1 0.0052 5.7～8.7 7.1 300 ND －   － 300 4.8

日立ツール（株）成田工場 c － －  － － － － － 5.8～8.6 7.6 70 1.8 －   － 25 7.6

日立ツール（株）野洲工場 － －  － － － － － 5.0～9.0 7.3 600 32.9 －   － 600 90.7

日立ツール（株）魚津工場 － －  － － － － － 5.8～8.6 6.9 200 1.0 160 0.8 －   －

日立機材（株） － －  － － － － － － － －   － －   － －   －

（株）安来製作所 加熱炉 19.06 0.001 180 60 0.2 0.0013 5.8～8.6 7.3 30 4.1 20 8.3 －   －

（株）日立メタルプレシジョン － －  － － － － － 5.8～8.6 7.2 150 2.7 160 3.7 －   －

（株）セイタン 加熱炉 －  － 180 36 0.20 0.01 5.8～8.6 6.8 90 ND －   － 25 1.9

日立バルブ（株） c － －  － － － － － 5.8～8.6 7.6 100 5.0 100 17.0 －   －

（株）日立金属若松 熱処理炉 －  － 200 29 0.25 0.004 5.0～9.0 7.0 600 18.0 －   － 600 26.0

（株）NEOMAXマテリアル 真空溶解炉 －  － － － 0.1 0.0088 5.7～8.7 7.3 300 2.3 －   － 300 5.1

（株）NEOMAX近畿 焼結炉 1.75  ND 180   ND 0.2 0.001 5.8～8.6 7.3 60 0.8 －   － 25 2.1

（株）NEOMAX鹿児島 － －   － － － － － 5.0～9.0 7.4 300 18.2 －   － 600 23.0

（株）NEOMAX九州 c 焼結炉 9.68 0.098 220 74 0.15 0.013 6.4～7.7 7.4 150 3.0 －   － 130 14.0

東洋精箔・（株）秋田工場 自家発電機 1.87 0.01 950 650 0.1 0.022 5.8～8.6 7.5 120 1.0 －   － 60 1.0

東洋精箔・（株）新潟工場 － －  － － － － － 5.8～8.6 7.0 90 ND －   － 60 2.0

鉄 酸化鉄 アルミ材 樹脂類 その他 ［t/年］ ［原油krr/年］  ［千m3/年］ ［ｔ/年］ ［t/年］ ［t/年］ ［t/年］ ［t/年］ ［t/年］  ［千m3/年］

 主原料［t/年］ 補助材料  エネルギー使用量 用水 排出物 CO2 SOx z NOx z COD z BOD z 排水

INPUT OUTPUT

区　分

 規制値 実績 規制値 実績 規制値 実績 規制値  実績  規制値  実績  規制値  実績  規制値  実績
 設備名

  SOx［Nm3/h］  NOx［ppm］  ばいじん［g/Nm3］  pＨ  SS［mg/r］    COD［mg/r］    BOD［mg/r］

大気 x 水質

区　分

2008年度
日立金属グループ
主要製造拠点における
マテリアルフロー

z 大気汚染防止法、水質汚濁防止法、下水道法の対象施設の実測値により算出しています。

x 代表的な特定施設における規制値および実績値を記載しています。
c 排水の規制値がないため、自主基準値を記載しています。

v ND：not detected（定量下限未満）

2008年度
日立金属グループ
主要製造拠点における
大気・水質データ



現在、日本の産業は大きなトレンド変化の渦中にあります。2008

年後半の金融危機に端を発した世界同時不況は、100年に1度の

出来事といわれており、産業界に大きな打撃を与えています。さら

に、地球温暖化などの環境問題は、産業革命がもたらした石油文明

の終焉を告げるものであり、先進国の産業に300年に1度の大転

換を迫っています。日本の産業は、100年に1度の問題を300年

に1度の大転換によって乗り越えなければならないのです。これが

現在直面する最大の課題であり、先進国の企業にとって持続可能

な経営が問われています。

持続可能な経営とは、収益を確保することに加え、地球環境問題の

解決に役立つこと、社会的に正しいことを行うことを意味していま

す。この観点から、CSR（企業の社会的責任）が大きな課題となっ

ています。企業では、競争戦略としてCSR経営を行っているケース

がありますが、さらに一歩進めて、理念を重視してCSR経営を行っ

ているケースがあります。日立金属のCSR報告書では、トップメッ

セージに、「高い倫理観」と「自己規律」が明記されていて、理念重

視の姿勢が明確に表現されています。

日本企業のCSRは、法令遵守に重点が置かれています。日立金属

は、独占禁止法違反の問題が発覚して以降、再発防止のため全社的

にコンプライアンスへの取り組みを進めています。企業行動指針を

もとに、国内外の巡回研修を行い、特命監査を実施し、ホットライン

を設けるなど、コンプライアンス制度を充実させ、従業員の意識啓

発に努め、効果を挙げていると評価できます。

企業活動には、「モノづくり」と「営利追求」という2つの動機があり

ます。営利追求の傾向が強まり、そのバランスが崩れると、持続的

な経営はむずかしくなります。この問題は、組織文化と関連します

が、今回のコンプライアンス問題を通して、バランスの維持が図ら

れることを期待します。コンプライアンス問題はCSR経営の基礎

であり、その上に、参加、ワークライフ・バランス、創造性などの視点

に配慮して、従業員の生きがいの向上をめざすように一層努力して

いただきたいと考えます。

日立金属は、経営理念にあるように、「技術に精進する」モノづくり

の会社です。この点で、300年に1度の大転換に対し、環境技術の

開発によって業界をリードしているといえます。CSR報告書にも省

資源・省エネ、温暖化防止、有害物資の削減などの分野で、イノベー

ションを進めている事例が報告されています。自動車、エレクトロ

ニクス、エネルギー向けのエコプロダクツが開発されています。社

会のニーズに企業活動のベクトルが一致すると、モノづくりの精神

は一層高揚されるでしょう。

地球環境問題は、相互依存の関係にあります。工学的にある問題を

解決しても、それが新しい環境問題を引き起こすことが考えられま

す。物質循環の視点から考えて、動脈産業と静脈産業を結びつける

リサイクルのシステムを構築することが重要になるでしょう。この

循環の輪が完成すると、生物多様性の保全にも貢献することになり

ます。これは1社の活動範囲を超えていますので、関連する業界で

協調することが必要になるでしょう。日本の先端技術が、世界経済

の持続可能性に役立つことを期待しています。

第三者意見

法政大学 人間環境学部・同大学院

環境マネジメント研究科 教授　　堀内 行蔵（ほりうち・こうぞう）

当社では、ご指摘いただきましたように過去の問題を教訓として、再

発防止のためのコンプライアンスへの取り組みを継続的に行ってお

ります。さらに、これらの取り組みを再発防止策だけでは終わらせず、

従業員啓発の機会と捉えて「日立金属グループ企業行動指針」を

ベースとした、「高い倫理観」と「自己規律」の醸成に努めています。

一方、当社は経営理念にある「『最良の会社』を具現して社会に貢献

する」ため、時代の要請に沿った取り組みを行ってまいりました。社

会のニーズに応え、当社グループのモノづくりを通じた環境適合製

品への対応もその一部です。この環境適合製品は究極的には環境

問題の重要課題である循環型社会の構築に不可欠であり、当社もそ

の役割を果たしていくことができると考えています。また、その役割

は結果として社会への貢献に繋がるものだと考えています。そのよ

うな、経営理念を基本にした良き企業文化の承継そのものが「日立

金属のCSR活動」につながると考え、今後もステークホルダーの皆

様と社会の期待に応えていきたいと考えております。

当社の回答
代表執行役

日立金属株式会社 執行役専務 吉岡博美
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日立金属グループ主要製造拠点

会社概要

安来工場

〒692-8601
島根県安来市安来町2107番地2
TEL :（0854）22-3501

設　　　立 1956年（昭和31年）4月10日

資　本　金 26,284百万円（2009年3月末現在）

代　表　者 代表執行役　
執行役社長　　持田　農夫男

従 業 員 数 日立金属グループ連結：18,740名
（2009年3月末現在）

事 業 内 容 高級金属製品、電子・情報部品、
高級機能部品の製造と販売、サービス他

グループ会社 75の子会社、11の関連会社

本　　　社 〒105-8614
東京都港区芝浦一丁目2番1号シーバンスN館
フリーコール ：0800-500-5055
FAX：（03）5765-8311

（2009年3月末現在）

（株）日立金属若松

〒808-8558
福岡県北九州市若松区北浜一丁目9番1号
TEL :（093）761-5131

鳥取工場

〒689-1121
鳥取県鳥取市南栄町70番地2
TEL :（0857）53-6000

OEデバイスセンター／開発センター

〒321-4346
栃木県真岡市松山町18番地
TEL :（0285）80-0230

熊谷製作所

〒360-8577
埼玉県熊谷市三ヶ尻5200番地
TEL :（048）531-1200

佐賀製作所

〒849-2102
佐賀県杵島郡大町町大字福母282番地
TEL :（0952）82-2581

和歌山製作所

〒640-8404
和歌山県和歌山市湊1850番地
TEL :（073）456-4821

九州工場

〒800-0393
福岡県京都郡苅田町長浜町35番地
TEL :（093）436-2700

真岡工場

〒321-4367
栃木県真岡市鬼怒ヶ丘13番地
TEL :（0285）80-3111

熊谷工場

〒360-8577
埼玉県熊谷市三ヶ尻5200番地
TEL :（048）531-1111

桑名工場

〒511-8511
三重県桑名市大福2番地
TEL :（0594）24-2000

高級金属製品

電子・情報部品

高級機能部品

コーポレートデータ

2009年3月期　財務ハイライト（連結）
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日立金属株式会社は、グリーン購入ネットワーク会員です。

日立金属グループは、温室ガス排出量6％削減を実現するための
国民的プロジェクト「チームマイナス6％」に参加し、
積極的に取り組んでいます。

日立金属のCSRへの取り組みに関するご意見・ご感想に対するお問い合わせ先

 CSR推進室

〒105-8614 東京都港区芝浦一丁目2番1号 シーバンスN館 
TEL：（03）5765-4591   FAX：（03）5765-4597   http://www.hitachi-metals.co.jp/




